
別紙様式１６（第２３条関係）

【機構全体】

令和４事業年度決算報告書

令和5年3月31日

原子力損害賠償・廃炉等支援機構



１．収入支出決算書

（１）収入 （単位：円）

区　　　　　分 収入予算額 収入決定済額
収入予算額と
収入決定済額

の差額

（款）資金援助事業収入 3,550,095,377,000 733,995,376,800 △ 2,816,100,000,200

（項）交付国債償還金 3,264,900,000,000 492,300,000,000 △ 2,772,600,000,000

（項）一般負担金収入 194,695,377,000 194,695,376,800 △ 200

令和４事業年度決定分194,695百万円（令和5年3月31日決定）

（項）特別負担金収入 40,000,000,000 0 △ 40,000,000,000 令和３事業年度決定分40,000百万円（令和4年度収納）

令和４事業年度決定分0円（令和5年3月31日決定）

（項）政府交付金収入 47,000,000,000 47,000,000,000 0 令和４事業年度決定分47,000百万円（令和5年3月31日決定）

（項）貸付金収入 3,500,000,000 0 △ 3,500,000,000 貸付を実施しなかったため

（款）廃炉等積立金収入 260,219,063,000 260,246,419,989 27,356,989

（項）積立金預り金収入 260,181,527,000 260,181,527,000 0

（項）積立金運用収入 37,536,000 64,892,989 27,356,989 金利が高かった等のため

（款）借入金 3,700,000,000,000 200,000,000,000 △ 3,500,000,000,000 借入金の借換等が予定より少なかったため

（款）原子力損害賠償・廃炉等支援機構債 300,000,000,000 300,075,000,000 75,000,000 償還金額を上回る発行価額となったため

（款）受託収入 1,000,000 0 △ 1,000,000 業務を受託しなかったため

（款）事業外収益 1,267,000 951,539 △ 315,461

（項）受取利息 1,257,000 721,986 △ 535,014 金利が低かった等のため

（項）雑収入 10,000 229,553 219,553

（款）前年度繰越金 645,989,001,000 652,726,778,268 6,737,777,268

（款）資本金 0 0 0

（項）政府出資金 0 0 0

（項）民間出資金 0 0 0

合　　　　計 8,456,305,708,000 2,147,044,526,596 △ 6,309,261,181,404

備　　　　　考

令和３事業年度決定分194,695百万円（令和4年度収納）

（注）収入決定済額は、現金預金の収入額に期末の未収金等を加算したものを記載している。



（２）支出 （単位：円）

区　　　　　分 支出予算額 予備費使用額 流用額 支出予算現額 支出決定済額 不用額 備考

【賠償部門】

（項）資金援助事業費 1,750,000,000,000 0 0 5,021,800,000,000 310,000,000,000 4,711,800,000,000

(目）資金交付金 0 0 0 3,271,800,000,000 310,000,000,000 2,961,800,000,000

(目）貸付金 1,750,000,000,000 0 0 1,750,000,000,000 0 1,750,000,000,000

（項）事業諸費 700,061,000 0 0 700,061,000 399,953,710 300,107,290

(目）調査費用 481,952,000 0 0 481,952,000 307,249,723 174,702,277 一部業務を実施しなかったこと等のため

(目）旅費 22,448,000 0 0 22,448,000 7,245,778 15,202,222
各道府県弁護士会への訪問回数が予定より少なかった
こと等のため

(目）外部委託費 195,661,000 0 0 195,661,000 85,458,209 110,202,791 訪問相談委託費用が予定より少なかったこと等のため

（項）受託経費 1,000,000 0 0 1,000,000 0 1,000,000 業務を受託しなかったため

（項）一般管理費 1,439,028,000 0 0 1,439,028,000 994,309,678 444,718,322

(目）役職員給与 753,047,000 0 0 753,047,000 623,950,673 129,096,327 人事院勧告に基づき賞与の支給割合が下がったこと等のため

(目）諸謝金 25,521,000 0 0 25,521,000 10,393,100 15,127,900 委員会の開催回数が予定より少なかったこと等のため

(目）事務費 617,812,000 0 0 617,812,000 347,194,700 270,617,300 機構本部移転費が予定より少なかったこと等のため

(目）退職給付引当金繰入額 11,728,000 0 0 11,728,000 11,115,600 612,400 人事異動等のため

(目）交際費 120,000 0 0 120,000 0 120,000

(目）固定資産等取得費用 30,800,000 0 0 30,800,000 1,655,605 29,144,395 オフィス設備工事費が予定より少なかったこと等のため

（項）国庫納付金 278,807,723,000 0 0 278,807,723,000 278,770,507,777 37,215,223

（項）事業外費用 1,511,427,000 0 0 1,511,427,000 392,803,969 1,118,623,031

(目）支払利息 538,197,000 0 0 538,197,000 8,020,339 530,176,661 借入金の借換等が予定より少なかったため

(目）機構債発行費 360,530,000 0 0 360,530,000 351,783,630 8,746,370 募集受託手数料が予定より少なかったこと等のため

(目）雑支出 612,700,000 0 0 612,700,000 33,000,000 579,700,000 借入金の借換等が予定より少なかったため

（項）借入金返済金 2,250,000,000,000 0 0 2,250,000,000,000 500,000,000,000 1,750,000,000,000 借入金の借換等が予定より少なかったため

（項）予備費 138,000,000 0 0 138,000,000 0 138,000,000

小計（賠償部門） 4,282,597,239,000 0 0 7,554,397,239,000 1,090,557,575,134 6,463,839,663,866

(目）資金交付金
　本年度予算額 　             0円
　前年度繰越額    3,271,800百万円
　本年度予算現額　3,271,800百万円
  不用額2,961,800百万円は来年度に繰越

（注）支出決定済額は、現金預金の支出額に期末の未払金等を加算したものを記載している。



（単位：円）

区　　　　　分 支出予算額 予備費使用額 流用額 支出予算現額 支出決定済額 不用額 備考

【廃炉部門】

（項）廃炉等積立金取戻支出 260,219,063,000 0 0 260,219,063,000 207,891,167,000 52,327,896,000

（項）事業諸費 1,025,666,000 0 0 1,025,666,000 700,475,089 325,190,911

(目）旅費 131,011,000 0 0 131,011,000 93,122,260 37,888,740 海外有識者の招へい回数が予定より少なかったこと等のため

(目）外部委託費 894,655,000 0 0 894,655,000 607,352,829 287,302,171 調査研究等委託費用が予定より少なかったこと等のため

（項）一般管理費 1,748,974,000 0 0 1,748,974,000 1,092,022,440 656,951,560

(目）役職員給与 1,019,793,000 0 0 1,019,793,000 754,922,424 264,870,576 人事院勧告に基づき賞与の支給割合が下がったこと等のため

(目）諸謝金 32,027,000 0 0 32,027,000 8,377,276 23,649,724 国内有識者の招へい回数が予定より少なかったこと等のため

(目）事務費 611,017,000 0 0 611,017,000 310,177,036 300,839,964 機構本部移転費が予定より少なかったこと等のため

(目）退職給付引当金繰入額 38,672,000 0 0 38,672,000 17,189,300 21,482,700 人事異動等のため

(目）固定資産等取得費用 47,465,000 0 0 47,465,000 1,356,404 46,108,596 オフィス設備工事費が予定より少なかったこと等のため

小計（廃炉部門） 262,993,703,000 0 0 262,993,703,000 209,683,664,529 53,310,038,471

合　　　　計 4,545,590,942,000 0 0 7,817,390,942,000 1,300,241,239,663 6,517,149,702,337

（注）支出決定済額は、現金預金の支出額に期末の未払金等を加算したものを記載している。



２．債務に関する計算書

（単位：円）

支出による消滅 その他の消滅 計

事務用機器の借入れ等 570,926,400 0 570,926,400 187,723,926 2,796,844 190,520,770 380,405,630

合　　　　計 570,926,400 0 570,926,400 187,723,926 2,796,844 190,520,770 380,405,630

本事業年度末
の 債 務 額

事　　　　　項
前事業年度末
の 債 務 額

本事業年度の
債務負担額

計
本事業年度の債務消滅額


